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前回のレポートでは、日本の電力供給の現在地について述べさせて

いただいたが、今回から４回にわたり、その将来を論じたいと思う。 

 

さて、今後の電力供給を左右する 一番の要素といえば、世界的な脱

炭素の潮流であろう。20 15 年の「パリ協定」では、先進国に加えて途

上国も温室効果ガス排出削減を目指す枠組みが初めて合意された。こ

れにより、脱炭素に向けた世界的気運が一気に高ま った。さらに、昨

年の CO P 26 では、締約国に対し 、今世紀半ばのカーボンニュートラ

ル（カーボン取引等も含めた実質的な脱炭素の実現）を求めることや、

経過点の 2 03 0 年に向けた野心的な対策を求めること等が採択された。

我が国も、従来の計画を深掘りし、 205 0 年のカーボンニュートラル

と 2030 年における温室効果ガス４６％削減を表明した。  

CO P はまた、壮絶な経済外交の場 という顔も持っている 。昨年７

月、ＥＵの欧州委員会は国境炭素税の計画を打ち出したが、これは脱

炭素の取り組みが遅れる国からの輸入品への課税である。表 1 を見て

いただくと、欧州はゼロ炭素電源 の比率で、日本に対して遥かに優位

な立場にあることが分かる。ＥＵはこれを貿易においても最大限活用

しようとしているのだ。日本も含め各国が競って脱炭素の目標を前倒

しするのは、こうした背景があってのことである。  
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さて、脱炭素と聞いて、多くの人が思い浮かべるのが再エネであろ

う。そこで、今回はまず、再エネの将来性 を中心に論じてみ たい。  

再エネを増やしていけば、その先に脱炭素があると思われる方も多

いかもしれない。残念ながらことはそれほど単純ではない。  

一番の課題は、需要とのマッチングだ。電気は貯蔵が出来ないため、

絶えず需要と供給を一致させる必要がある 。出力変動の激しい太陽光

や風力は、主に火力発電が発電量を増減することで補完されている。

今後、益々大きな調整力が必要になるなか で、これを蓄電池などで置

き換えないと脱炭素は達成できない。ところが、一国の電力の運用を

賄うような、桁外れの規模での蓄電池の普及については、見通しが立

っているとは言い難い状況だ。自動車を全て電気自動車にしてその蓄

電池を電力の調整に充てようとの考え方もあるが 、その普及の入り口

の段階でリチウムイオン電池の正極材に使われるコバルト、リチウム 、

ニッケルは昨年比約２～５倍に高騰し、早くも不足の懸念が出ている。

再エネの飛躍的増加には 、こうした希少金属を使わない電池の開発な

ど、常識を覆すような技術革新を待たねばならないのである。  

 

このほか、日本では再エネの立地と設備リサイクルの問題も立ちは

だかる。太陽光や風力はエネルギー密度が低く、これを集めるには巨

大な装置が必要だ。太陽光は、平地の少ない日本では 次第に山間部を

切り開いての立地が増え、地域との摩擦が増えている。風力は安定し

て偏西風が吹く欧州などに比べ、適地が少ない。陸地より風況の良い

洋上風力に期待が集まるが、遠浅の海が少ないため、コストの高い浮

体式が中心だ。風力・太陽光の巨大な装置は、２０～３０年ごとに 寿

命を迎え、廃棄される設備のリサイクルという難題も抱えている。   

 

日本の再エネは過去１０年、固定買取制度（ FI T）を通じて導入さ

れ た 太 陽 光 な ど が 約 １ ０ ％ ま で 増 え 、 既 存 の 水 力 等 と 合 わ せ て 約 ２

０％まで増えた。しかしながら、上記の状況から考えると１００％再

エネへの道は未だ霧の中である 。因みにＦＩＴにおける国民負担は２

２年度で年間２．７兆円に達し、今後も増え続ける。  

電源の脱炭素化が進んでいる欧州の状況はどうか。改めて表 1 をみ

ると、発電の約６５％を占めるゼロ炭素電源のうち、発電が安定して

いる原子力、水力、バイオが 合わせて約４５％もある。変動再エネと

言われる太陽光、風力は合わせて約２０％ しかない。欧州は、日本に

比べると随分バランスよく脱炭素に向かっているのだ 。  

日本においても様々な選択肢を追求しながら、バランスよく 脱炭素

への道を模索できないものか。そんな観点から、次回以降は火力、原

子力など他の電源の将来について論じてみたい。  

（ 2 0 2 2 年 ５ 月 ９ 日  富 山 市 に て ）  


